
 

 

地域生活支援拠点等の整備 

 

国の基本指針の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○地域生活支援の拠点等の整備に当たって求められる機能 

・相談（地域移行、親元からの自立等） 

・体験の機会・場（一人暮らし、グループホーム等） 

・緊急時の受入れ・対応（ショートステイの利便性・対応力向上等） 

・専門性（人材の確保・養成、連携等） 

・地域の体制づくり（サービス拠点、コーディネーターの配置等） 

 

○地域生活支援拠点等の整備に係る成果目標 

地域生活支援拠点等（地域生活支援拠点又は面的な体制）について、平成２９年度末

までに各市町村又は各圏域に少なくとも一つを整備することを基本とする。 

＊地域生活支援拠点：各地域内で上記の機能を集約し、グループホーム又は障害者支援施設に

付加した拠点 

＊面的な体制：地域生活支援拠点の整備としてではなく、地域における複数の機関が分担して

機能を担う体制 

 

○地域生活支援拠点等の整備（市町村障害福祉計画の作成に関する事項） 

 障害者の高齢化・重度化や「親なき後」を見据え、課題に応じてどのような機能をど

れだけ整備していくかについて、利用者の障害福祉サービス等のニーズ、既存の障害福

祉サービス等の整備状況、基幹相談支援センターの設置の有無等各地域における個別の

状況に応じ、協議会等の場を用いて、関係機関等が参画して検討する。 

 

○地域生活支援拠点等の整備（都道府県障害福祉計画の作成に関する事項） 

 都道府県内の市町村を包括する広域的な見地から、施設入所支援の利用者数の見込み

等を集約するとともに、各市町村から地域生活支援拠点等の整備に関する検討状況等の

聞き取りを行い、市町村障害福祉計画との調整を図る。 
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